
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 95,322,714※ 固定負債 15,755,150
有形固定資産 90,559,395※ 地方債 12,500,460
事業用資産 58,225,983 長期未払金 64,399
土地 52,348,322 退職手当引当金 3,190,291
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 15,988,679 その他 -
建物減価償却累計額 △ 10,827,570 流動負債 2,288,544※

工作物 776,106 1年内償還予定地方債 1,498,108
工作物減価償却累計額 △ 259,746 未払金 75,410
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 270,633
航空機 - 預り金 444,392
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 18,043,694
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 200,192 固定資産等形成分 97,595,861

インフラ資産 31,997,781※ 余剰分（不足分） △ 16,947,643
土地 24,511,349
建物 435,216
建物減価償却累計額 △ 104,231
工作物 20,399,535
工作物減価償却累計額 △ 13,411,520
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 167,433

物品 854,465
物品減価償却累計額 △ 518,833

無形固定資産 106,955
ソフトウェア 106,955
その他 -

投資その他の資産 4,656,363※

投資及び出資金 320,978
有価証券 -
出資金 320,978
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 150,573
長期貸付金 -
基金 4,195,563
減債基金 -
その他 4,195,563

その他 -
徴収不能引当金 △ 10,750

流動資産 3,369,198
現金預金 1,023,031
未収金 73,847
短期貸付金 0
基金 2,273,147
財政調整基金 2,273,147
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 827 80,648,218

98,691,911※ 98,691,911※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表(一般会計等)
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 25,960,943
業務費用 12,810,468
人件費 5,010,699※
職員給与費 3,559,623
賞与等引当金繰入額 270,633
退職手当引当金繰入額 133,806
その他 1,046,636

物件費等 7,394,756※
物件費 6,329,906
維持補修費 257,022
減価償却費 797,693
その他 10,136

その他の業務費用 405,013
支払利息 102,985
徴収不能引当金繰入額 11,196
その他 290,832

移転費用 13,150,476※
補助金等 3,128,371
社会保障給付 6,497,593
他会計への繰出金 3,523,402
その他 1,109

経常収益 1,212,155※
使用料及び手数料 703,498
その他 508,656

純経常行政コスト △ 24,748,789※
臨時損失 181,239
災害復旧事業費 -
資産除売却損 181,239
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 21,670
資産売却益 21,670
その他 -

純行政コスト △ 24,908,358

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書(一般会計等)
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 77,381,150 95,183,883 △ 17,802,733

純行政コスト（△） △ 24,908,358 △ 24,908,358

財源 26,745,105 26,745,105

税収等 17,629,935 17,629,935

国県等補助金 9,115,170 9,115,170

本年度差額 1,836,747 1,836,747

固定資産等の変動（内部変動） 981,657 △ 981,657

有形固定資産等の増加 1,472,134 △ 1,472,134

有形固定資産等の減少 △ 1,027,589 1,027,589

貸付金・基金等の増加 863,695 △ 863,695

貸付金・基金等の減少 △ 326,583 326,583

資産評価差額 - -

無償所管換等 314,643 314,643

その他 1,115,678 1,115,678 -

本年度純資産変動額 3,267,068 2,411,978 855,090

本年度末純資産残高 80,648,218 97,595,861 △ 16,947,643

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書(一般会計等)
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 25,405,425※
業務費用支出 12,254,949
人件費支出 5,300,967
物件費等支出 6,572,154
支払利息支出 102,985
その他の支出 278,843

移転費用支出 13,150,476※
補助金等支出 3,128,371
社会保障給付支出 6,497,593
他会計への繰出支出 3,523,402
その他の支出 1,109

業務収入 27,423,843
税収等収入 17,638,546
国県等補助金収入 8,592,473
使用料及び手数料収入 703,498
その他の収入 489,326

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 2,018,418
【投資活動収支】
投資活動支出 2,233,943
公共施設等整備費支出 1,510,071
基金積立金支出 698,872
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 25,000
その他の支出 -

投資活動収入 739,145※
国県等補助金収入 522,697
基金取崩収入 167,825
貸付金元金回収収入 25,000
資産売却収入 23,624
その他の収入 -

投資活動収支 △ 1,494,798
【財務活動収支】
財務活動支出 1,666,445
地方債償還支出 1,666,445
その他の支出 -

財務活動収入 959,900
地方債発行収入 959,900
その他の収入 -

財務活動収支 △ 706,545
△ 182,924※
761,564
578,640

前年度末歳計外現金残高 442,786
本年度歳計外現金増減額 1,606
本年度末歳計外現金残高 444,392
本年度末現金預金残高 1,023,031※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書(一般会計等)
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



a 
有
形
固
定
資
産
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

b
 有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的
別
明
細

（
単
位
：
千
円
）

5
8,2
2
5,9
83

5
2,3
4
8,3
22 0

5
,1
6
1,1
09

5
1
6,3
60 0 0 0 0

2
0
0,1
92

3
1,9
9
7,7
81

2
4,5
1
1,3
49

3
3
0,9
85

6
,9
8
8,0
14 0

1
6
7,4
33

3
3
5,6
32

9
0,5
5
9,3
95

3
2
1,9
74

1
0,8
7
2,1
05

合
計

1
6,8
2
9,1
65

3
7,3
4
1,2
51

2
,2
6
1,1
62

2
2,5
9
2,1
37

3
4
1,6
01

0
0

 物
品

1
8
9,2
06

4
5,9
31

7
,1
37

3
,5
62

1
08

2
0,5
34

6
9,1
54

　
　
建
設
仮
勘
定

1
6
7,4
33

0
0

0
0

0
0

　
　
そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
　
　
工
作
物

6
,6
4
3,7
17

0
0

3
4
4,2
97

0

0
0

　
　
建
物

0
0

0
0

0
0

3
3
0,9
85

　
　
土
地

4
,4
7
7,1
20

0
0

2
0,0
3
4,2
29

0

2
,8
07

0
 イ
ン
フ
ラ
資
産

1
1,2
8
8,2
70

0
0

2
0,3
7
8,5
26

0
0

3
3
0,9
85

　
　
建
設
仮
勘
定

6
4,0
88

1
3
1,5
68

1
,7
28

0
0

0
0

　
　
そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
　
　
航
空
機

0
0

0
0

0

0
0

　
　
浮
標
等

0
0

0
0

0
0

0
　
　
船
舶

0
0

0
0

0

5
5,2
12

9
6
0,9
37

　
　
工
作
物

3
4,8
38

8
9,9
01

8
,6
21

6
8,8
16

0
2
1
7,3
61

9
6,8
22

　
　
建
物

4
6
1,9
30

2
,1
9
4,1
60

1
,1
8
7,7
83

2
6
4,0
36

3
7,0
52

2
6,0
60

9
,4
1
4,2
07

　
　
立
木
竹

0
0

0
0

0
0

0
　
　
土
地

4
,7
9
0,8
32

3
4,8
7
9,6
91

1
,0
5
5,8
94

1
,8
7
7,1
98

3
0
4,4
41

合
計

 事
業
用
資
産

5
,3
5
1,6
88

3
7,2
9
5,3
20

2
,2
5
4,0
26

2
,2
1
0,0
50

3
4
1,4
93

3
0
1,4
40

1
0,4
7
1,9
65

7
4
6,3
11

9
0,5
5
9,3
95

区
分

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興

消
防

総
務

合
計

1
1
3,4
9
4,2
75

4
,6
9
7,8
47

2
,5
1
0,8
28

1
1
5,6
8
1,2
95

2
5,1
2
1,9
00

0
1
6
7,4
33

 物
品

8
1
3,2
43

7
9,8
64

3
8,6
42

8
5
4,4
65

5
1
8,8
33

6
4,7
07

3
3
5,6
32

　
　
建
設
仮
勘
定

1
,3
2
8,8
23

1
0
6,8
32

1
,2
6
8,2
22

1
6
7,4
33

0

3
2
4,3
41

6
,9
8
8,0
14

　
　
そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
　
　
工
作
物

1
9,8
4
8,4
30

6
6
2,1
13

1
1
1,0
09

2
0,3
9
9,5
35

1
3,4
1
1,5
20

0
2
4,5
1
1,3
49

　
　
建
物

4
3
5,2
16

0
0

4
3
5,2
16

1
0
4,2
31

1
6,0
87

3
3
0,9
85

　
　
土
地

2
2,4
2
7,9
09

2
,1
0
2,0
16

1
8,5
76

2
4,5
1
1,3
49

0

0
2
0
0,1
92

 イ
ン
フ
ラ
資
産

4
4,0
4
0,3
78

2
,8
7
0,9
61

1
,3
9
7,8
08

4
5,5
1
3,5
32

1
3,5
1
5,7
51

3
4
0,4
27

3
1,9
9
7,7
81

　
　
建
設
仮
勘
定

5
4
6,5
77

1
7
9,0
99

5
2
5,4
84

2
0
0,1
92

0

0
0

　
　
そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
　
　
航
空
機

0
0

0
0

0

0
0

　
　
浮
標
等

0
0

0
0

0
0

0
　
　
船
舶

0
0

0
0

0

3
0
7,7
19

5
,1
6
1,1
09

　
　
工
作
物

7
0
4,4
23

7
1,6
83

0
7
7
6,1
06

2
5
9,7
46

3
3,4
58

5
1
6,3
60

　
　
建
物

1
5,3
0
4,3
40

1
,2
0
9,6
10

5
2
5,2
71

1
5,9
8
8,6
79

1
0,8
2
7,5
70

　
　
立
木
竹

0
0

0
0

0
0

0
　
 
 土
地

5
2,0
8
5,3
15

2
8
6,6
30

2
3,6
23

5
2,3
4
8,3
22

0
 事
業
用
資
産

6
8,6
4
0,6
55

1
,7
4
7,0
22

1
,0
7
4,3
79

6
9,3
1
3,2
99

1
1,0
8
7,3
16

3
4
1,1
77

5
8,2
2
5,9
83

0
5
2,3
4
8,3
22

附
属
明
細
書

ア
.貸
借
対
照
表
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
ア
）
資
産
項
目
の
明
細

区
分

前
年
度
末
残
高

（
A
）

本
年
度
増
加
額

（
B
）

本
年
度
減
少
額

（
C
）

本
年
度
末
残
高

（
A
)＋
（
B
)-
（C
)

（
D
）

本
年
度
末

減
価
償
却
累
計
額

（
E
)

本
年
度
償
却
額

（
F
)

差
引
本
年
度
末
残
高

（
D
)－
（
E
)

（
G
)



c
 投
資
及
び
出
資
金
の
明
細

市
場
価
格
の
あ
る
も
の

（
単
位
：
千
円
）

銘
柄
名

株
数
・
口
数
な
ど

（
A
）

時
価
単
価

（
B
）

貸
借
対
照
表
計
上
額

（
A
）
×
（
B
)

（
C
)

取
得
単
価

（
D
)

取
得
原
価

（
A
）
×
（
D
)

（
E
)

評
価
差
額

（
C
）
－
（
E
)

（
F
)

（
参
考
）

財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

-
-

-
-

-
-

-
-

合
計

-
-

-
-

-
-

-

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

（
貸
借
対
照
表
計
上
額
）

（
A
)

資
産
（
B
)

負
債
（
C
)

純
資
産
額

（
B
）
－
（
C
)

（
D
)

資
本
金

（
E
)

出
資
割
合
（
％
）

（
A
）
/
（E
)

（
F
)

実
質
価
額

（
D
)×
（
F
)

（
G
)

投
資
損
失
引
当
金

計
上
額

（
H
)

（
参
考
）

財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

国
立
市

土
地
開
発
公
社

8
,0
00

1
,6
0
8,0
81

1
,5
8
4,7
30

2
3,3
51

8
,0
00

1
0
0%

2
3,3
51

0
8
,0
00

く
に
た
ち

文
化
・
ス
ポ
ー
ツ

振
興
財
団

3
0
0,0
00

3
8
2,2
59

5
8,2
05

3
2
4,0
54

3
0
0,0
00

1
0
0%

3
2
4,0
54

0
3
0
0,0
00

合
計

3
0
8,0
00

1
,9
9
0,3
40

1
,6
4
2,9
35

3
4
7,4
05

3
0
8,0
00

-
3
4
7,4
05

0
3
0
8,0
00

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
以
外
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

（
A
)

資
産
（
B
)

負
債
（
C
)

純
資
産
額

（
B
）
－
（
C
)

（
D
)

資
本
金

（
E
)

出
資
割
合
（
％
）

（
A
）
/
（E
)

（
F
)

実
質
価
額

（
D
)×
（
F
)

（
G
)

強
制
評
価
減

（
H
)

貸
借
対
照
表
計
上
額

（
Ａ
）
－
（
Ｈ
）

（
Ｉ）

（
参
考
）

財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

東
京
都

し
ご
と
財
団

4
,0
00

5
,4
7
0,3
87

4
,9
2
0,0
51

5
5
0,3
36

-
-

-
0

4
,0
00

4
,0
00

暴
力
団

追
放
都
民
セ
ン
タ
ー

3
,5
93

3
,2
4
5,0
18

3
,2
39

3
,2
4
1,7
79

-
-

-
0

3
,5
93

3
,5
93

東
京
都

農
業
信
用
基
金
協
会

1
40

1
6
0,6
7
2,9
97

1
5
2,4
7
4,1
99

8
,1
9
8,7
98

6
,2
1
5,6
20

0
.0
0
2%

1
85

0
1
40

1
40

東
京
都

農
林
水
産
振
興
財
団

1
,1
45

8
,1
9
1,7
22

1
,3
2
8,9
39

6
,8
6
2,7
83

-
-

-
0

1
,1
45

1
,1
45

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

4
,1
00

2
4,7
5
5,8
2
9,0
00

2
4,4
8
8,4
0
2,0
00

2
6
7,4
2
7,0
00

1
6,6
0
2,0
00

0
.0
2
5%

6
6,0
43

0
4
,1
00

4
,1
00

合
計

1
2,9
78

2
4,9
3
3,4
0
9,1
23

2
4,6
4
7,1
2
8,4
28

2
8
6,2
8
0,6
96

2
2,8
1
7,6
20

-
6
6,2
28

0
1
2,9
78

1
2,9
78



d
 基
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計

（
貸
借
対
照
表
計
上
額
）

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

財
政
調
整
基
金

2
,2
7
3,1
47

-
-

-
2
,2
7
3,1
47

2
,2
7
3,1
47

土
地
開
発
基
金

-
-

-
4
5
1,2
09

4
5
1,2
09

4
5
1,2
09

公
共
料
金
支
払
基
金

1
1
0,0
00

-
-

-
1
1
0,0
00

1
1
0,0
00

職
員
退
職
手
当
基
金

1
5
6,7
24

-
-

-
1
5
6,7
24

1
5
6,7
24

公
共
施
設
整
備
基
金

1
,0
2
8,4
28

-
-

6
4
7,1
54

1
,6
7
5,5
82

1
,6
7
5,5
82

高
齢
者
福
祉
基
金

2
9
1,1
93

-
-

-
2
9
1,1
93

2
9
1,1
93

国
立
駅
周
辺
整
備
基
金

3
7
1,8
20

-
-

-
3
7
1,8
20

3
7
1,8
20

道
路
及
び
水
路
の
整
備
基
金

5
0
5,5
28

-
-

-
5
0
5,5
28

5
0
5,5
28

母
子
家
庭
等
の
自
立
及
び
子
育
ち
支
援
基
金

8
3,7
43

-
-

-
8
3,7
43

8
3,7
43

企
業
誘
致
促
進
基
金

1
1
1,1
14

-
-

-
1
1
1,1
14

1
1
1,1
14

く
に
た
ち
未
来
基
金

1
3
2,8
08

-
-

-
1
3
2,8
08

1
3
2,8
08

Ｒ
Ｈ
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
基
金

9
4,1
05

-
-

-
9
4,1
05

9
4,1
05

青
少
年
育
英
基
金

8
7,2
63

-
-

-
8
7,2
63

8
7,2
63

谷
保
の
原
風
景
保
全
基
金

1
2
4,4
74

-
-

-
1
2
4,4
74

1
2
4,4
74

合
計

5
,3
7
0,3
47

-
-

1
,0
9
8,3
63

6
,4
6
8,7
10

6
,4
6
8,7
10



e
 長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

f
 未
収
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名
又
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
又
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

-
-

-
-

-
-

小
計

-
-

小
計

-
-

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

税
等
未
収
金

　
　
市
民
税

1
7,2
66

　
　
市
民
税

2
9,5
17

　
　
固
定
資
産
税

3
,3
02

　
　
固
定
資
産
税

8
,4
28

　
　
都
市
計
画
税

7
46

　
　
都
市
計
画
税

1
,9
16

　
　
軽
自
動
車
税

3
89

　
　
軽
自
動
車
税

5
65

そ
の
他
の
未
収
金

そ
の
他
の
未
収
金

　
　
生
活
保
護
費
等
返
還
金
等

1
2
7,3
68

4
,4
68

　
　
生
活
保
護
費
等
返
還
金
等

2
7,7
26

1
0

　
　
保
育
所
保
育
料
等

1
,5
02

2
28

　
　
保
育
所
保
育
料
等

2
,1
52

-

　
　
そ
の
他

-
-

　
　
そ
の
他

3
,5
42

-

小
計

1
5
0,5
73

1
0,7
50

小
計

7
3,8
47

8
27

合
計

1
5
0,5
73

1
0,7
50

合
計

7
3,8
47

8
27

6
,0
55

8
17



（
イ
）
負
債
項
目
の
明
細

a 
地
方
債
（
借
入
先
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

う
ち
翌
年
度
償
還

【
通
常
分
】

9
,5
4
2,4
15

9
6
5,2
97

7
1
2,8
16

8
5
6,8
76

3
,3
1
1,5
42

4
,6
6
1,1
80

　
　
総
務
債

2
,7
0
7,7
46

1
9
5,3
73

3
2,2
69

3
6,3
09

5
9
9,6
25

2
,0
3
9,5
43

　
　
民
生
債

5
8
3,3
48

3
7,4
45

9
,0
90

3
6,7
00

3
9
1,0
42

1
4
6,5
16

　
　
衛
生
債

6
6,6
54

1
7,3
51

0
0

0
6
6,6
54

　
　
土
木
債

4
,0
2
3,2
23

4
5
5,2
35

4
4
3,0
40

6
4
3,1
27

7
7
0,7
10

2
,1
6
6,3
47

　
　
消
防
債

2
1
4,5
80

2
5,5
60

0
1
2
9,1
40

8
5,4
40

0

　
　
教
育
債

1
,9
4
6,8
63

2
3
4,3
32

2
2
8,4
18

1
1,6
00

1
,4
6
4,7
26

2
4
2,1
20

【
特
別
分
】

4
,4
5
6,1
54

5
3
2,8
12

1
,1
1
4,7
78

0
3
,3
4
1,3
76

0

　
　
減
税
補
塡
債

5
7
6,4
71

1
3
0,4
43

5
7
6,4
71

0
0

0

　
　
臨
時
税
収
補
塡
債

0
0

0
0

0
0

　
　
臨
時
財
政
対
策
債

3
,7
9
7,1
77

3
9
4,0
39

5
3
8,3
07

0
3
,2
5
8,8
70

0

　
　
そ
の
他

8
2,5
06

8
,3
29

0
0

8
2,5
06

0

合
計

1
3,9
9
8,5
68

1
,4
9
8,1
08

1
,8
2
7,5
94

8
5
6,8
76

6
,6
5
2,9
18

4
,6
6
1,1
80

b 
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

地
方
債
残
高

1
.5
％
以
下

1
.5
％
超

2
.0
％
以
下

2
.0
％
超

2
.5
％
以
下

2
.5
％
超

3
.0
％
以
下

3
.0
％
超

3
.5
％
以
下

3
.5
％
超

4
.0
％
以
下

4
.0
％
超

1
3,9
9
8,5
68

1
1,8
0
1,3
29

2
,1
6
1,8
18

3
5,4
22

0
0

0
0

c
 地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

地
方
債
残
高

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

５
年
超

1
0年
以
内

1
0年
超

1
5年
以
内

1
5年
超

2
0年
以
内

2
0年
超

1
3,9
9
8,5
68

1
,4
9
8,1
08

1
,4
6
0,4
79

1
,4
9
6,5
71

1
,4
7
8,3
25

1
,4
5
1,0
25

4
,9
6
4,5
19

1
,3
2
0,4
82

3
2
9,0
58

0

d 
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

該
当
な
し

そ
の
他

契
約
条
項
の
概
要

-

区
分

当
期
末
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行



e
 引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金

7
,6
64

1
1,1
96

7
,2
83

0
1
1,5
78

賞
与
等
引
当
金

2
6
0,1
44

2
7
0,6
33

2
6
0,1
44

0
2
7
0,6
33

退
職
手
当
引
当
金

3
,4
9
1,0
48

1
3
3,8
06

4
3
4,5
63

0
3
,1
9
0,2
91

合
計

3
,7
5
8,8
56

4
1
5,6
36

7
0
1,9
90

0
3
,4
7
2,5
02

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高



イ
.行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
ア
）
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出
目
的

認
可
保
育
所
新
設
事
業
補
助
金

対
象
保
育
所

2
1
0
,3
66
保
育
所
新
設
・
整
備
に
対
す
る
補
助
金

そ
の
他

5
6,9
39

計
2
6
7
,3
05

そ
の
他
の
補
助
金
等

都
消
防
委
託
金

東
京
都

9
1
8
,5
71
消
防
事
務
委
託
に
係
る
費
用

多
摩
川
衛
生
組
合
負
担
金

多
摩
川
衛
生
組
合

2
8
0
,0
94
国
立
市
・
府
中
市
・
稲
城
市
・
狛
江
市
で
構
成
す
る
多
摩

川
衛
生
組
合
に
対
す
る
負
担
金

施
設
型
給
付
費

幼
稚
園
・
認
定
こ
ど
も
園

1
8
6
,0
02
私
立
幼
稚
園
及
び
認
定
こ
ど
も
園
に
対
す
る
公
費
負
担

経
済
対
策
臨
時
福
祉
給
付
金

対
象
者

1
4
2
,2
15
消
費
税
増
税
に
よ
る
影
響
緩
和
の
た
め
、
暫
定
的
・
臨
時

的
な
措
置
と
し
て
の
給
付
金

ま
ち
づ
く
り
協
力
金
等

指
定
企
業

1
2
6
,7
22
指
定
企
業
か
ら
徴
収
し
た
固
定
資
産
税
等
の
還
付
金

東
京
た
ま
広
域
資
源
循
環
組
合
負
担
金

東
京
た
ま
広
域
資
源
循
環
組
合

1
1
9
,8
24
多
摩
地
域
2
5市
1
町
で
構
成
す
る
東
京
た
ま
広
域
資
源
循

環
組
合
に
対
す
る
負
担
金

認
証
保
育
所
運
営
費
補
助
金

認
証
保
育
所

1
1
6
,6
01
認
証
保
育
所
の
運
営
費
に
対
す
る
補
助
金

そ
の
他

9
7
1
,0
37

計
2
,8
6
1
,0
66

合
計

3
,1
2
8
,3
71

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

（
所
有
外
資
産
分
）



ウ．純資産変動計算書の内容に関する明細

（ア）財源の明細 （単位：千円）

会 計 区 分 金 額

14,955,030

1,868,420

355,523

74,390

114,275

46,067

96,633

9,191

110,406

17,629,935

国 庫 支 出 金 167,122

都 支 出 金 355,574

計 522,697

国 庫 支 出 金 4,619,052

都 支 出 金 3,973,421

計 8,592,473

9,115,170

26,745,105

小 計

財源の内容

一般会計

税収等

地 方 税

税 関 連 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 交 付 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

寄 附 金

合 計

交 通 安 全 特 別 交 付 金

他 会 計 繰 入 金

小 計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金



国
県
等
補
助
金

地
方
債

税
収
等

そ
の
他

純
行
政
コ
ス
ト

2
4,9
0
8,3
58

8
,5
9
2,4
73

2
0
5,4
00

1
5,0
8
4,2
77

1
,0
2
6,2
08

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

1
,4
7
2,1
34

5
2
2,6
97

7
5
4,5
00

1
5
5,3
41

3
9,5
96

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

8
6
3,6
95

0
0

7
2
3,8
72

1
3
9,8
22

そ
の
他

0
0

0
0

0

合
計

2
7,2
4
4,1
86

9
,1
1
5,1
70

9
5
9,9
00

1
5,9
6
3,4
90

1
,2
0
5,6
26

（
ア
）
資
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

エ
．
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

種
類

本
年
度
末
残
高

現
金

2
95

要
求
払
預
金

5
7
8,3
45

合
計

5
7
8,6
40

（
イ
）
財
源
情
報
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

金
額

内
訳



平成29年度 国立市一般会計等財務書類注記 

 

1 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額1円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額1円としています。 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は、次のとおりです。 

 建物    4年～50年 

 工作物    8年～60年 

 物品    2年～20年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・定額法 

  （ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース契

約1件当たりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

  ・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度 6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それ

ぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以 

下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行います。 

 



イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行います。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行います。 

 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（国立市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法と 

して規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上してい 

ます。ソフトウェアについても、物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のお

おむね10％相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

該当する事項はありません。 

 

3 重要な後発事象 

該当する事項はありません。 

 

4 偶発債務 

該当する事項はありません。 

 

5 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は、次のとおりです。 

一般会計 

② 地方自治法第 235条の 5の規定に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間にお

ける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

実質赤字比率      - 

連結実質赤字比率    - 

実質公債費比率   -1.4% 

将来負担比率      - 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額        2,325千円 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額                   34,052千円 

 

(2) 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

売却可能資産の範囲は、翌年度予算において、財産収入として措置されている公共資産としています。 

今年度は、該当する資産はありません。 

② 基金借入金（繰替運用） 

会計年度末における基金借入金（繰替運用）はありません。 

③ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが 

見込まれる金額                             12,619,207千円 

 

 

 

 



④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

標準財政規模                                               15,706,333千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額         1,427,316千円 

将来負担額                                                 24,226,817千円 

充当可能基金額                                              5,378,846千円 

特定財源見込額                                              7,948,707千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額               12,619,207千円 

⑤ 地方自治法第234条の3の規定に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

該当ありません。 

 

(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

③ その他 

その他1,115,678千円は調査判明増によるものです。 

 

(4) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 

業務活動収支（支払利息支出を除く。） 2,121,404千円 

投資活動収支 △1,494,798千円 

基礎的財政収支 626,606千円 

② 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は、含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は、次のとおりです。 

一時借入金の限度額                                       3,000,000千円 

一時借入金に係る利子額                                       37千円 

③ 重要な非資金取引 

重要な非資金取引は、以下のとおりです。 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額       17,927千円 

有形固定資産の無償取得                        314,643千円 


